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（１）護岸には適切な粗度を設けることに関する改訂（赤字が追記部分です。） 

① P29 

護岸の力学的安定性の照査の手順 
 
POINT 

護岸の力学的安定性の照査は、設計条件の設定、設計外力の算定、構造諸元の照査の順

に行う。 

 
（１）護岸の設計までの手順 
 護岸の設計は、河道計画段階での堤防および河岸防護の必要性の検討を経た後に行う。

護岸の設計に至るまでの手順を理解するために、まず河道計画段階の手順について簡単に

説明する。 
 河道計画の検討を行う場合に、優先的に検討すべきものは、流下能力の確保と河道の安

定性および河川環境の計画への取り込みである。具体的には、まず現況河道の特性と課題

の把握を行う。これにより、現況河道の流下能力および河川環境特性、河道特性について

十分に検討し、河道計画を策定するうえでの課題を整理し、改修の基本方針を明らかにす

る。その基本方針に沿って、河道の安定性、自然環境の保全・創出、維持管理の容易さな

どを考慮して、河床勾配、低水路幅などの断面形状を設定する。 
 以上の河道計画を踏まえ、護岸の設計検討が進められる（図３－１参照）。まず、設計に

必要な外力・設計条件等を明らかにするために、河道特性の把握を行う（２－１節参照）。 
河道計画で設定された河道の断面形状を、堤防や河岸の侵食に対する安全度という観点で

みると、断面によっては侵食に対する防護が必要となる箇所がある。堤防および低水河岸

の防護の必要性は、この段階で判断される（２－２節参照）。 
 次の段階では、堤防および低水河岸の防護対策の検討が行われる。堤防および低水河岸

の侵食防止を考える場合には、侵食の原因を十分整理・検討し、対象河川の特性に見合っ

た合理的な対策を見いだすことが重要である（２－３節参照）。 
 以上の検討より、個別の護岸設計に入る。まず、自然環境保全・景観保全に関する機能、

過去の施工実績、被災事例を考慮して、河道特性、洪水の状況等から判断して十分に侵食

防止機能を発揮できる工種を設定する（２－４～２－５節参照）。 
 
（２）護岸の力学的安定性の照査の手順 
護岸の構造諸元を決定するには、過去の施工実績や類似河川での経験、試験施工、模型実

験に基づく方法の他、本書に示す力学的安定性の照査法がある。それぞれの方法の適用範

囲を理解したうえで結果を比較検討し、さらに、その他の安全性の照査、機能・施工性・

経済性も考慮して構造諸元を決定する必要がある。護岸の表面形状が滑らかになると、護

岸周辺の流速が大きくなり、護岸前面や周辺の侵食・洗掘力が増すなどして，設計対象護
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岸自身や周辺の河川管理施設の構造に支障を及ぼす可能性があるので、ただ護岸に作用す

る流体力を下げれば良いといった一部条件を満足することに囚われた設計に頼って構造諸

元を決定するのではなく、表面に適切な粗度をもった護岸とすることが必要である。 
 

河道計画の策定

堤防・河岸防護
の必要性の判断

工種の総合
判断・評価

堤防・河岸の防
護対策の検討

END

END

護岸の力学的安定性の照査

過去の実績，類
似河川の経験，
試験施工，模型
実験などに基づ
く緒元の決定

設計条件の設定
・代表流速V０，　・最深河床高

その他の安全性の照査，機
能・施工性・経済性の評価

設計外力の算定，護岸諸元の照査
・基礎工天端高 ・法覆工 ・根固め工

NO

YES

護岸不要

YES

護岸必要

・河道特性、機能、安定性より護岸形状・構造の設定

護
岸
の
設
計

適切な表面粗度の設定

Ｎｏ

 
 

図 3.1 護岸の設計手順 
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力学的安定の照査については、大きく「設計条件の設定」と「設計外力の算定、護岸諸元

の照査」に分けることができる。 
「設計条件の設定」について、本書では、代表流速の算定と護岸前面の最深河床高の具体

的な算定法を紹介している。代表流速とは、河道内の平均流速に護岸設置箇所の地形等を

反映し、変換を行った力学設計のための流速である。最深河床高は、護岸の基礎高の決定

や根固め工などの設計に必要なもので、本書では経年的河床変動データからの評価、既往

研究成果からの評価、数値計算による評価、移動床模型実験によ評価の４方法を示した。 
「設計外力の算定、護岸諸元の照査」では、法覆工および付属工、基礎工、根固め工など

の安定性検討を行う。本書では、設計で考慮すべき安定条件（滑動、転動など）、作用する

外力（流体力、土圧など）と耐力との力学的なつりあい関係を「構造モデル」の導入によ

り、各モデルごとに示し、設計者がモデル選択して護岸諸元を算定できる方法を採用した。 
護岸の設計では以上に述べた検討結果を基本として、これに自然環境の保全・再生機能、

景観、親水性、施工性、経済性、耐久性、対象河川における既往被災事例などの観点から

検討を加え、総合的に判断して設置すべき工種と最終的に採用する諸元を決定することに

なる。 
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②  P20  
堤防および低水河岸の防護対策の検討 のうち 
2) 表面粗度 

川幅・水深比の小さな中小河川では、護岸の表面粗度が河道の流下能力に与える影響が大

きいので、流下能力の検討を含めて護岸の表面粗度を評価しなくてはならない。特に中小

河川で多自然型川づくりを行った場合に河岸の粗度が大きくなっている場合には、河岸の

粗度も流下能力の評価に考慮すべきである。 
また、護岸の表面粗度が滑らかな場合には、護岸下流の河岸付近に早い流速が生じ、侵食

発生の原因となる可能性がある。 
また、護岸の表面形状が滑らかになると、護岸周辺の流速が大きくなり、護岸前面や周辺

の侵食・洗掘力が増すなどして，設計対象護岸自身や周辺の河川管理施設の構造に支障を

及ぼす可能性があるので、護岸の表面には適切な粗度を与える。適切な粗度の目安として

は、例えば低水護岸や堤防護岸では、護岸設置区間の河床が有する代表的な粗度と同程度

のものにするといった考え方がある。但し、河床の状況によっては護岸構造が現実的なも

のとはならない場合がある。したがって、周辺も含めた河川管理施設等に与える影響や流

下能力の確保、環境等の観点から総合的に判断する必要がある。 
護岸表面の粗度評価方法の一例として、コンクリートブロックの突起形状、配置形状に着

目した研究成果がある。本書では、「参考 4 護岸の粗度係数評価法」としてその方法を紹

介する。 
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（２）護岸粗度の設計流速への反映に関する改訂（赤字が追記部分です。） 

 
③  P35 

4.2 代表流速 V0の求め方 のうち 
   ２）代表流速 V0、平均流速 Vm 

堤防および低水河岸の護岸設計に用いる流速を代表流速 V0 と定義する。本書に示す

代表流速 V0の算定方法は、マニングの平均流速公式で求めた平均流速 Vmで考慮されな

い要因を水理的に評価し、補正する補正係数αを乗じ、 

mVV •=α0  
として求める。 
V0を求めるフローを図 4.1 に示す。 
 

設計水深Hdの算定

Hd=H.W.L.-Z

H.W.L.：計画高水位
Z：(2)設計水深Hdに示す

図4-3のa)～d)に定める対
象区分によって決まる高さ

平均流速Vmの計算

Vm=1/n・Hd2/3・Ie1/2

粗度係数n.：
表4-1参照

エネルギー勾配Ie：
設計水深（H.W.L.相当
水位）発生時の不等
流計算により設定

代表流速V0の算定

V0=α・Vm

補正係数α.：
表4-2参照

セグメント区分：
粗度係数算定に必要

代表粒径dR：
低水路の粗度係数推
定に用いる

高水敷地被状態
高水敷粗度係数推定
に用いる。

河道湾曲率r/B：
河道湾曲半径ｒと川幅
Bにより湾曲による流速
の補正係数に用いる。

河道横断形状：
低水路流の混合による
高水敷部分の流速の補
正係数の算定に用い
る。

最深河床高
補正係数αの算定に用
いる。最深河床高の求
め方は「4-3」を参照

設計水深時の潤辺
に河岸がしめる割合

平均流速Vmの計算

Vm=1/N・Rd2/3・Ie1/2

合成粗度係数N.：
4-2 （３）参照

径深Rd：
設計水深（H.W.L.相当水位）
に対する径深

単断面河道かつ
大きい

小さい

 
 

図 4.1 本書で示す代表流速 V0の算定フローチャート 
 

ただし、低水路平面形状が変化に富む場合や、高水敷上の樹木群と堤防の間に速い流

れが生じる場合等には、この手法では V0 の評価が困難である。このような流れが複雑

な場合は、二次元平面流計算、あるいは水理模型実験によって V0 を算定することが望
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ましい場合もある。 
Vm は、高水護岸の場合は堤防のり尻部、低水護岸および堤防護岸の場合は低水路断

面の平均流速を指す。（図 4.2 参照） 
 
設計水深時の潤辺に河岸がしめる割合が小さな河川における平均流速 Vm は、設計対

象護岸に応じて、堤防のり尻部あるいは低水路断面の平均流速としてマニングの平均流

速公式より算定する。 

2
1

3
21

edm IH
n

V ••=                       （4.2.1） 

 n：マニングの粗度係数（（3）参照） 
 Hd：設計水深（（2）参照） 
 Ie：エネルギー勾配 

また、設計水深時の潤辺に河岸がしめる割合が大きな単断面の中小河川では、河岸の

り面粗度が平均流速に有意な影響を及ぼすため、単断面の平均流速として以下の式によ

り平均流速を算定する。 

2
1

3
21

edm IR
N

V ••=                                      （4.2.2） 

N：設計水深に対する合成粗度係数（（3）参照） 
Rd：設計水深に対する径深 
Ie：エネルギー勾配 

∑
=

i
d S

AR  

Si：同一粗度を持つ i 番目の潤辺部分の長さ 
 

なお、河岸のり面に粗度を設定する際には、流下能力の検討など、河道計画と整合性

をとることが重要である。すなわち、河岸のり面の粗度状態の想定が、河道計画と護岸

設計で同様のものである必要がある。ただし、後述するように、粗度係数設定値は、合

理的な範囲であれば、河道計画と護岸設計とで違うことは起こりうる。 
 
注）単断面の中小河川における低水路断面の平均流速算定にあたり、式 4.2.1、式 4.2.2 の

適用は、側壁の影響がほぼみられなくなる川幅と設計水深との比が概ね 10 程度を目安とす

る。＊) ＊＊) 

*) 椿 東一郎：水理学Ⅰ，森北出版株式会社，1973 
**) I.Nezu,H.nakagawa：Turbulence in Open-Channel Flows，IAHR 
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④  P37 

（３）粗度係数の設定 
流速算定に用いる粗度係数ｎあるいは N は、設計対象地点の状況に応じた適切な値を

用いることが重要である。 
粗度係数の評価法には、既往の計画高水位相当の出水時のデータに基づき不等流計算

などの方法によって逆算する方法と、既往研究成果を反映させた推定法がある。本書で

は、推定法を中心に粗度係数の評価法を紹介する。 
護岸設計に用いる粗度と河道計画に用いる粗度とは必ずしも同じ値である必要はな

い。河道計画ではＨ．Ｗ．Ｌ．の評価が重要であるため、実際に起こり得る範囲内で、

大きな粗度をとることが安全側の評価となる。一方、護岸の設計では、流速の評価が重

要であるため、実際に起こり得る範囲内で小さな粗度をとることが安全側となる。一般

には、粗度の推定には設計水深Ｈｄを用いて評価する。その際、検討対象とする河岸の

状況によって、評価方法が異なるので、これらを考慮して推定を行う。 
なお、設計水深時の潤辺に河岸がしめる割合が大きな単断面の中小河川では、河岸の

り面粗度が平均流速に大きく影響を及ぼす。 
このような河川では、設定対象は合成粗度係数 N となり、建設省河川砂防技術基準

（案）同解説（調査編）に示されている平均流速の公式レベル１ａで用いられている方

法により粗度係数の設定を行う。 
 
 

 
 

Si,ni：同一粗度を持つ i 番目の潤辺部分の長さと粗度係数 
 
 

S1
n1

S3
n3

S2
n2

Hd

 

また、中小河川などで低水路幅の半分程度以上の幅に根固め工が敷設されている場合

には、根固め工の粗度を評価して、低水路の粗度係数とする。この方法は「参考５ 根

固め工の粗度係数評価法」を参照されたい。 
 

3
2

1

3
2

2
3

1

)(

⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛

•
=

∑

∑

=

=

m

i
i

ii

m

i

s

sn
N
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⑤  P80 

「滑動―群体モデル」 のうち 
②外力条件 
群体として取り扱う法覆い工の表面に働く流体力を考えれば良い。また、流体力は、法覆

工表面の相当粗度 ks 高さでの設計流速 Vd を用いるが、この際、単体とは異なり乱れの影

響は考慮しない。 
設計流速 Vdは、流速分布式 { } *10 )/(log75.55.8 ukyV sd +=  の式中の y=ks とすれば、 

*5.8 uVd = と表現できる。ここで、 

 
 
 
より、 
 
 
 
相当粗度 ks の値は、ブロック個々の形状よって異なるため、群で設置された部材を対象に

実験により定めることが基本である***)。 
 
***）護岸ブロックの水理特性試験法マニュアル（財団法人 土木研究センター） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

)/(log75.50.6 10
*

sd kH
Vou

+
=

)/(log75.50.6
5.8

10 sd
d kH

VoV
+

=
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（３）護岸の性能試験法との整合性に関する改訂（赤字が追記部分です。） 
⑥  P79 

「滑動―群体モデル」 のうち 
２）基本式 
①基本式の求め方 
群体でも単体と同様に流体力に対する安定性検討は、滑動について行えば良く、式（5.1）

を基本式とした検討を行う。 
ただし、揚力、抗力を評価する際の面積のとり方は異なり（図 5-11 参照） 
図 5-11 は、代表的な投影面積の取り方である。ただし、揚力、抗力を評価する際の投影

面積は、対象とする部材について対象とする設置条件（ここでは群体）の下、相当粗度 ks
や抗力係数 CD、揚力係数 CLを求める際に行った実験 19）で用いた面積の取り方と同じ方法

で算定しなければならない．したがって，実験における投影面積の取り方が図 5-11 と異な

る場合には，式(5.1)の投影面積は，実験と同じ取り方としなければならない． 

Ｌ：揚力 
22/ dbLw VACL •••= ρ （kgf）【N】 

D：抗力 
22/ dDDw VACD •••= ρ （kgf）【N】 

ここに、AD：群中ブロック１個の抗力に関する投影面積（m2） 
Ab：図 5-10 に示すように群中ブロック１個の突起部についての揚力に関する投

影面積（m2） 

 
 

図 5-11 群中ブロック１個の揚力に関する投影面積の考え方  
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とする。 
したがって、CLは Agに対して、CDは ADに対して評価された係数を用いる。以上は、面的

に均等に施工された一体性を持つ法覆工に適用されるものであり、現地においては、施工

上の問題、あるいは出水により部分的に段差等を生ずることが想定される。したがって、

照査は、控え厚の計算値に対して 30～50%程度、割り増した値を採用することが望ましい。 
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⑦  P80 

3)基本的に用いられる抗力係数 CD、揚力係数 CLについて 
 抗力係数 CD、揚力係数 CL は法覆工の形状によって値が異なるので、個々の形状につい

て実験により定めることが基本である。この場合、群で設置された部材を対象に測定され

た係数を用いる必要がある。この際、②外力条件のところで述べた実験***）、すなわち対象

とする部材について対象とする設置条件（ここでは群体）の下、相当粗度 ks や抗力係数

CD、揚力係数 CLを求める際に行った一連の実験で得られた係数を用いる。また、流水が作

用する部分（コンクリートブロックの突起形状）の形状が相似形であれば、抗力係数 CD、

揚力係数 CLは同じである。 
 揚力係数 CLについては単体の場合と同様に、設計を行うのであれば、とりうる範囲の上

限値と考えられる 1.0 程度を与えて、安全側の結果となる範囲での簡便な方法もある 9). 

 なお、抗力係数については、群中ブロック１個に作用する抗力 D を、せん断力 ( )2
∗

= uwρτ

で評価することにより定式化することもできる。すなわち、ブロックの上方からの投影面

積 bA を用いると、 

 D bwb AupA 2
∗== τ と評価できるので、 

 ∗= uVd 5.8 より、 

 

2
25.8 d

b
w V

A
pD =  

となる。 
これより CDに換算すると、 

D

b
D A

A
C

•
= 25.8

2
 

 
とみなせる。また、直接的に抗力係数 CDでなく表面の相当粗度を求め、D を評価しても良

い。相当粗度は突起型粗度などによって算定されている事例も多く、これを参考にするこ

とができる。 
ここでは、風洞実験により得られたブロック内部の抗力係数 CD、および揚力係数 CL の一

例を示す。実験範囲は、「滑動－単体」モデルの場合、図 5―7 と同様であり、前述同様の

適用が可能である。 
 

図 5-12 削除 
***）「護岸ブロックの水理特性試験法マニュアル」（財団法人 土木研究センター） 
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参 考 9 

：H15.7 以前の「滑動－群体モデル」における抗力係数 CD、揚力係数 CLの考え方 

護岸ブロックの水理特性試験法マニュアル（第２版）以前に求められた抗力係数 CD、揚

力係数 CL を用いて「滑動－群体モデル」の検討を行う場合は、揚力、抗力の算定にあた

り使用する投影面積のとり方が図 5-11 と異なっているため、試験法に応じた相当粗度 ks
や抗力係数 CD、揚力係数 CLと投影面積をセットで使用すること。 

 

護岸ブロックの水理特性試験法マニュアル（第２版）以前の 

「滑動－群体モデル」における投影面積の取り方 

 

上記条件における抗力係数と揚力係数 


